
大阪府および大阪市からの情報開示のご要請に係る資料の概要

＜別紙＞

関 西 電 力 株 式 会 社

平成２４年２月２８日



大阪府および大阪市からの情報開示のご要請の概要
１

当社は、大阪府および大阪市より、府民・市民の生活を守るという行政の立場から、

また、大阪市は株主としての立場も踏まえ、

「電力の安定供給」

「原子力発電に対する安心・安全の確保」

「コストの削減」

という目的を達成するため、大阪府市統合本部にてご検討されるにあたり、

必要となる情報開示のご要請をいただいたものです。

（要請日：平成２４年２月１４日および２月２１日）



提出した資料の項目
２

１．平成２５年３月までの３０分単位の電力需要見通し（もし３０分単位のデータがない場合は、できる限り詳細な時間単位のデータ）
２．過去の需要見通しと結果の比較
３．平成２５年３月までの個別発電所の運転予定 （原子力が再稼働しない場合）
４．平成２５年３月までの燃料の購入予定
５．平成２４年３月までの収支見通し
６．スマートメーターの設置計画
７．過去の時間帯別料金制度の導入時における需要動向の分析結果
８．火力発電所、水力発電所等のこれまでのアクシデントの状況と対応
９．需給調整契約（随時および計画）の現状とその発動による需要削減の見通し
10．この夏に向けて他社融通の規模・価格の見通し
11．この夏に向けてIPP等からの購入規模・価格の見通し
12．全ての原子力発電所の立地場所に関するこれまでの地震や地盤などの調査の結果
13．全ての原子力発電所のこれまでの事故に関する情報
14．全ての原子力発電所でのシビアアクシデントの影響のシミュレーションの結果
15．原子力発電所でシビアアクシデントが発生した場合の損害賠償に対する備えの状況
16．人件費の内訳
17．燃料の調達の方法と価格
18．業務委託先の一覧表と業務委託価格
19．保養所の一覧表と各保養所の収支
20．所有不動産の一覧表
21．保有株の一覧表
22．直近１０年間の政治家のパーティー券購入実績
23．直近１０年間の学者に対する奨学寄付金などの支援実績
24．直近１０年間の広報の支出実績
25．検針コストの直近１０年間の推移
26．スマートメーターの設置の実績
27．全発電所の直近１０年間の設備利用率
28．ＩＰＰ、自家発電等からの調達実績
29．直近５年間の取締役会の議事録
30．現時点での株主の一覧表
31．当社の電気料金の算定根拠



１．平成２５年３月までの３０分単位の電力需要見通し
３（もし３０分単位のデータがない場合は、できる限り詳細

な時間単位のデータ）

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

現在、平成２４年度供給計画を策定しているところです。

なお、平成２２年度から至近までの１時間毎のデータは以下のとおりです。

【平成２２年４月から平成２４年２月までの１時間単位の電力需要実績】

例）平成２２年４月１日 ０～１時の電力需要実績：１，５２５万ｋＷ
１～２時 〃 ：１，４８８万ｋＷ



２．過去の需要見通しと結果の比較
４

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【過去５年間の月別最大３日平均電力の想定と実績の比較】

計画値：供給計画（届出済）の月別最大３日平均電力（発電端）の想定
実績値：月別最大３日平均電力の実績

（発電端、万ｋＷ）

計画 実績
比率 ％

（実績/計画） 計画 実績
比率 ％

（実績/計画） 計画 実績
比率 ％

（実績/計画） 計画 実績
比率 ％

（実績/計画） 計画 実績
比率 ％

（実績/計画） 計画 実績
比率 ％

（実績/計画）

4月 2,106 2,105 100.0 2,158 2,150 99.6 2,153 2,115 98.2 2,143 2,025 94.5 2,100 2,146 102.2 2,159 2,058 95.3

5月 2,243 2,100 93.6 2,236 2,153 96.3 2,220 2,187 98.5 2,210 2,019 91.4 2,158 2,094 97.0 2,174 2,057 94.6

6月 2,672 2,607 97.6 2,725 2,602 95.5 2,697 2,375 88.1 2,695 2,394 88.8 2,655 2,553 96.2 2,688 2,677 99.6

7月 3,073 2,938 95.6 3,063 2,746 89.7 3,041 3,054 100.4 3,049 2,727 89.4 3,004 2,945 98.0 3,037 2,581 85.0

8月 3,073 3,030 98.6 3,063 3,046 99.4 3,041 3,058 100.6 3,049 2,776 91.0 3,004 3,089 102.8 3,037 2,741 90.3

9月 2,943 2,653 90.1 2,949 2,901 98.4 2,925 2,730 93.3 2,911 2,529 86.9 2,886 2,994 103.7 2,929 2,579 88.1

10月 2,305 2,162 93.8 2,331 2,283 97.9 2,316 2,184 94.3 2,293 2,126 92.7 2,287 2,127 93.0 2,297 1,995 86.9

11月 2,207 2,168 98.2 2,298 2,260 98.3 2,294 2,295 100.0 2,268 2,211 97.5 2,283 2,208 96.7 2,299 2,130 92.6

12月 2,451 2,400 97.9 2,528 2,398 94.9 2,526 2,303 91.2 2,495 2,459 98.6 2,505 2,432 97.1 2,514 2,342 93.2

1月 2,545 2,411 94.7 2,623 2,617 99.8 2,609 2,455 94.1 2,568 2,555 99.5 2,580 2,590 100.4 2,591 2,426 93.6

2月 2,545 2,406 94.5 2,623 2,575 98.2 2,609 2,311 88.6 2,568 2,460 95.8 2,580 2,567 99.5 2,591 - -

3月 2,371 2,339 98.7 2,407 2,395 99.5 2,401 2,259 94.1 2,397 2,345 97.8 2,406 2,422 100.7 2,425 - -

H22 H23H18 H19 H20 H21



３．平成２５年３月までの個別発電所の運転予定
５

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

（原子力が再稼働しない場合）

現在、平成２４年度供給計画を策定しているところです。

火力や水力の運転予定ですが、この冬の定期検査は、設備の機能維持の観点で必要な設備に限定し、

機能維持できると判断したものについては、定期検査の延長を行っています。

そのため、今冬に延長を行った定期検査もいずれ実施が必要であり、平成２４年度は、恒常的な定期検

査よりも多くの点検が必要な状況になることが考えられます。

なお、平成２２年度から至近までの各月の発電実績のデータは以下のとおりです。



４．平成２５年３月までの燃料の購入予定
６

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

現在、平成２４年度供給計画を策定しているところです。

なお、平成２２年度から至近までの燃料種別ごとの購入数量実績・計画のデータは、次のと

おりです。

529515838353632495754413345H22実績

35250483129364536292424H23計画

44

2月

39

3月

57973755951616572593628H23実績

44

1月

34

11月

46

12月

46732374844322740H22計画

計10月9月8月7月6月5月4月

529515838353632495754413345H22実績

35250483129364536292424H23計画

44

2月

39

3月

57973755951616572593628H23実績

44

1月

34

11月

46

12月

46732374844322740H22計画

計10月9月8月7月6月5月4月

1072197120201692119H22実績

8191011851310753H23計画

10

2月

9

3月

32155574240334114121017H23実績

7

1月

4

11月

9

12月

953517124411H22計画

計10月9月8月7月6月5月4月

1072197120201692119H22実績

8191011851310753H23計画

10

2月

9

3月

32155574240334114121017H23実績

7

1月

4

11月

9

12月

953517124411H22計画

計10月9月8月7月6月5月4月

415384823484632222353233722H22実績

27826191821293233352837H23計画

32

2月

35

3月

2872434824254217325823H23実績

31

1月

24

11月

34

12月

31915282327211930H22計画

計10月9月8月7月6月5月4月

415384823484632222353233722H22実績

27826191821293233352837H23計画

32

2月

35

3月

2872434824254217325823H23実績

31

1月

24

11月

34

12月

31915282327211930H22計画

計10月9月8月7月6月5月4月

【原油】

【ＬＮＧ】

【石炭】

（万kl）

（万ｔ）

（万ｔ）



５．平成２４年３月までの収支見通し
７

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

△ 3,761

△ 5,229

△ 5,188

＋ 402

増減

1,231

2,379

2,738

27,697

H22実績

△ 5,1512,251△ 2,900△2,450営業損益

+ 24024,75925,00028,100売上高

△ 3,6831,033△ 2,650△2,530当期純損益

△ 5,2242,024△ 3,200△2,850経常損益

増減H22実績今回予想今回予想

個別連結
（単位：億円）

52127為替レート ：１円/$

5095原子力利用率 ：１％

4457金利 ：１％

3367全日本原油ＣＩＦ価格 ：１$/ｂ

915出水率 ：１％

H22実績今回予想（単位：億円）

＜主要データ＞ ＜影響額＞

523500電灯

988960電力

8679程度為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$）

1.501.5程度金利（長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ）（％）

84.1

109.1

78.2

1,511

H22実績

38程度原子力利用率（％）

1,459販売電力量（億kWh）

113程度全日本原油ＣＩＦ価格（$/ｂ）

106.9出水率（％）

今回予想

平成２４年３月末までの収支見通しは、以下のとおりです。

（－）

（－）

（－）

＊上記の｢影響額｣については、一定の前提に基づき算定した
理論値であり、前提諸元が急激かつ大幅に変動する場合等には、
上記の影響額により算出される変動影響が実際の費用変動と
乖離する場合があります。

（－）

（－）

（－）

（＋1.0％）（+1.5％）



６．スマートメーターの設置計画
８

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【当社のスマートメーターの導入見通し（目標）】

全数約８割約６割総需要に対する割合

約１．３万台

（全数）

約１．３万台

（全数）

約１．２万台

（９割超）

概ね500ｋＷ以上

約１１万台

（全数）

約１１万台

（全数）

約９万台

（約８割）

概ね500ｋＷ未満（２）高圧部門

約1,300万台
（全数）

約６５０万台

（約５割）

約１１４万台

（１割弱）

（１）低圧部門

約１０年後５年後
（H28年度）

現在
（H24年１月末）



７．過去の時間帯別料金制度の導入時における需要動向の分析結果
９

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

① 時間帯別料金制度の概要および導入時における想定口数

平成８年１月

昭和６３年１月

平成１２年４月

平成２年１１月

制度導入時期

１，３００口程度業務用季節別時間帯別電力

７００口程度産業用季節別時間帯別電力

８０，０００口程度季節別時間帯別電灯

１００，０００口程度時間帯別電灯

導入時想定口数契約名称

② 年負荷率および時間帯別料金制度の契約口数推移

➢昭和６３年以降、負荷平準化を目的とした「時間帯別料金制度」の導入を開始。

➢各時間帯別料金制度導入時における想定口数は以下のとおり。

➢年負荷率は、昭和６３年以降ほぼ横ばいで推移していたものの、平成１４年以降上昇傾向で推移。

➢時間帯別料金制度においても、導入後順調に契約口数を増やし、平成２２年度末時点では、１００万口程度。

79

59

Ｈ２０

56

60

Ｈ１８

22

56

Ｈ１４

5

54

Ｈ１０

67

61

Ｈ１９

89

63

Ｈ２１

0.05

56

Ｓ６３

0.1

54

Ｈ２

2

56

Ｈ５

100
時間帯別料金
制度契約口数

61年負荷率

Ｈ２２年度

（単位：％、万口）



８．火力発電所、水力発電所等のこれまでのアクシデントの状況と対応
10

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【火力発電所でアクシデントにより発電支障に至った件数】 【水力発電所でアクシデントにより発電支障に至った件数】

【太陽光発電所でアクシデントにより発電支障に至った件数】

32

52 49 52
45

60

7

18

34

7
12

19

39

70

83

59 57

79

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H18 H19 H20 H21 H22 H23(1月末）

出力抑制

停止

総件数

5

3

0

5

10

H22 H23（１月末）

129

87
98 100 104

8

8
9

97

7

26

0

10
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30
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90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

H18 H19 H20 H21 H22 H23（1月末）

揚水
一般水力

【アクシデントの対応状況】
○設備不具合による計画外停止の低減への取組みについて

[火力発電所 ]
（ａ）未然防止の取組み
・設備不具合対応の水平展開のしくみとその改善
・工事施工不良の再発防止活動
・弁保全方法の改善

（ｂ）早期復旧の取組み
・異常の早期発見
・工程短縮に資する工法の採用
・早期復旧に有効な修理用資材の保有

[水力、太陽光発電所 ]
（ａ）設備不具合発生後の対応
・最適な復旧方法による早期復旧
・不具合が懸念される物品の社内での共有・融通

（ｂ）計画外停止の低減への取組み
・設備不具合の早期発見
・同種発電機トラブルの発生の未然防止
・適切な改修時期の見極め



９．需給調整契約（随時および計画）の現状とその発動による需要削減の見通し
11

平成２２年度までは縮小傾向にあった需給調整契約ですが、平成２３年夏季に「通告調整特約」「需給調整特約Ｓ」
の２つのメニューを新設し、既存メニューの加入拡大も図りました。
特に比較的お客さまの受容性の高い計画調整特約の加入拡大に傾注した結果、大口のお客さま全体の約８５万
ｋＷの節電効果に、大きく寄与するものとなりました。
また、平成２３年冬季には、夏季限定であった各メニュー（瞬時調整特約を除く）を「冬季版」として新規に設定し、
加入拡大を図りました。こちらについても、大口のお客さま全体の約５０～６０万ｋＷの節電効果に大きく貢献してい
るものと思われます。

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

約2,000口

約84万kW

※kWは契約調整

電力の合計が

最大の日の値

約1,700口

約100万kW

※kWは契約調整

電力の合計が

最大の日の値

約240口

約10万kW

※H22年度夏季

最大電力発生日

（8/19）における値

休日の振替や新たな休日の設定など、１日単位で負荷
を抑制して頂くご契約

休日特約

計画

調整

特約

32口

約38万kW

28口

約3７万kW

26口

約38万kW
小 計

8口

約1万kW

4口

約1万kW
－－－

当社からの通告により、翌日に大幅に負荷を抑制して
頂くご契約

通告調整特約

24口

約37万kW

24口

約37万kW

26口

約38万kW

電力需給逼迫時に強制的に、もしくは当社からの通告
により大幅に負荷を抑制して頂くご契約

瞬時調整特約

随時

調整

契約

－－－

H22年度

約66,000口

約28万kW

約61,000口

約53万kW

節電により最大需要電力が前年同月のそれを下回る
場合に、相当分を割引するご契約

需給調整特約Ｓ

ﾋﾟｰｸ時間帯の空調の一時停止や自家発の発電増加な
どにより、月単位で負荷を抑制して頂くご契約

ﾋﾟｰｸ時間調整特約

プラントの補修や長期休日の設定などにより、週単位
で負荷を抑制して頂くご契約

操業調整特約

H23年冬季H23年夏季概 要

需給調整契約（随時および計画）の現状

（＊）前年同月と当月の最大需要電力の差の合計

（＊） （＊）

（注）数値についてはすべて2/19時点現在の概数で、四捨五入の関係上小計が合わない場合があります

※随時調整契約kWは契約値



10．この夏に向けて他社融通の規模・価格の見通し
12

（中部電力等一般電気事業者）

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

・現在、電力各社とも調整しつつ、平成２４年度供給計画を策定しているところであり、現時点

においては、この夏に向けての他社融通の見通しを立てるには至っていません。

・原子力発電所の停止に伴い、電力各社ともにこの夏に向けての見通しを立てづらい状況にあり、

電力会社間の中・長期的な融通契約についても、例年並みの受電ができない可能性も想定され

ますが、引き続き、応援融通等の追加受電等による供給力の調達に努めてまいります。



11．この夏に向けてIPP等からの購入規模・価格の見通し
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当社からの回答当社からの回答当社からの回答

・現在、平成２４年度供給計画を策定しているところであり、現時点においては、この夏に向け

てのＩＰＰ等からの購入見通しを立てるには至っていません。

・ＩＰＰや自家発等からの受電については、各事業者との協議のうえ、今年度においても最大限受

電していますが、引き続き、自家発からの新規受電等による供給力の調達に努めてまいります。



12．全ての原子力発電所の立地場所に関するこれまでの地震や地盤などの調査結果
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当社からの回答当社からの回答当社からの回答

当社は、平成１８年９月の｢発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針｣の改訂に伴い、原子力発電所の耐
震安全性評価を行っています。地震や地盤などに関する調査結果については、平成２２年１１月２５日に、原子力
安全・保安院の審議結果を踏まえて評価結果の内容を取りまとめ、報告書を提出し、平成２２年１２月には原子
力安全委員会にも確認いただいています。

この報告書は、建設時または安全審査
で実施した調査結果から、耐震安全性評
価で実施した最新の調査結果までを取り
まとめたものです。

このうち、各発電所の敷地周辺の地質・
地質構造や基準地震動に関連する部分
について、開示資料としています。
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13．全ての原子力発電所のこれまでの事故に関する情報
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当社からの回答当社からの回答当社からの回答

①平成23年度
番号 発生年月日 ユニット 件    名 法令 異常事象

1 平成23年7月15日 大飯１号機 Ｃ－アキュ－ムレ－タ圧力低下に伴う原子炉手動停止 ●

2 平成23年8月18日 高浜４号機 蒸気発生器伝熱管の傷 ● ●

3 平成23年12月7日 美浜２号機 Ａ－加圧器ｽﾌﾟﾚ弁ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾘｰｸｵﾌ流量の増加による原子炉手動停止 ●

4 平成23年12月31日 高浜２号機 協力会社作業員の負傷 ●

②平成22年度
番号 発生年月日 ユニット 件    名 法令 異常事象

1 平成22年4月19日 美浜２号機 １次冷却材中の放射能濃度の上昇（燃料集合体からの漏えい） ●

2 平成22年5月11日 高浜２号機 発電機Ｂ水素ガス冷却器冷却水配管からの漏えいに伴う出力抑制 ●

3 平成22年5月12日 高浜４号機
発電機水素ガス冷却器の冷却水入口弁フランジ部からの漏えいに
よる発電停止

●

4 平成22年5月14日 高浜１号機
タービン動補助給水ポンプの待機除外（ポンプ軸受部からの油漏
えい）

●

5 平成22年8月10日 大飯２号機 主復水タンク内での協力会社作業員の負傷 ●

6 平成22年10月26日 美浜２号機 調整運転中における電気出力の変動 ●

7 平成22年11月1日 美浜２号機
原子炉格納容器空気再循環ファン定期試験における運転上の制限
の逸脱（冷却コイル冷却水出口弁の動作不良）

●

8 平成23年2月7日 高浜１号機 タービン建屋での協力会社作業員の負傷 ●

9 平成23年3月8日 高浜３号機 補助建屋での協力会社作業員の負傷 ●

10 平成23年3月9日 高浜１号機 Ｂ－非常用ディーゼル発電機からの潤滑油漏えい ●

③平成21年度
番号 発生年月日 ユニット 件    名 法令 異常事象

1 平成21年7月7日 大飯12号機 ほう酸補助タンク設置工事における協力会社作業員の負傷 ●

2 平成21年8月31日 大飯２号機 １次冷却材中の放射能濃度の上昇(燃料集合体からの漏えい） ●

3
平成21年10月12日
平成21年10月19日

大飯１号機
プラント排気筒ガスモニタの一時的な指示値の上昇
（水素再結合装置にあるガス分析装置の入口酸素濃度計の
 自動校正）

●

4 平成21年11月13日 美浜１号機 発電機出力上昇操作中の不具合による発電停止 ● ●

5 平成21年12月24日 大飯１号機
プラント排気筒ガスモニタの一時的な指示値の上昇
（体積制御タンク水位計の検出配管内の水抜き作業）

●

6 平成22年2月1日 大飯１号機 １次冷却材中の放射能濃度の上昇(燃料集合体からの漏えい） ●

7 平成22年3月8日 高浜２号機 補助建屋排気筒ガスモニタの一時的な指示値の上昇 ●

8 平成22年3月16日 高浜４号機 蒸気発生器伝熱管の有意な信号指示 ● ●

9 平成22年3月19日 美浜２号機
化学体積制御系統の空気抜き配管溶接部からの漏えいによる原子
炉手動停止

● ●

④平成20年度
番号 発生年月日 ユニット 件    名 法令 異常事象

1 平成20年5月26日 大飯３号機
原子炉容器Ａループ出口管台溶接部での傷
 （４月８日微小な傷確認）

● ●

2 平成20年7月21日 美浜２号機 Ａ－余熱除去ポンプ軸封部の不調に伴う運転上の制限の逸脱 ●

3 平成20年7月27日 大飯１号機 管理区域内での協力会社作業員の体調不良（熱中症） ●

4 平成20年8月19日 大飯４号機 １次冷却材中の放射能濃度の上昇(燃料集合体からの漏えい） ●

5 平成20年9月8日 大飯34号機 海水淡水化装置建屋での作業中の負傷 ●

6 平成20年9月22日 高浜４号機 蒸気発生器伝熱管の有意な信号指示 ● ●

7 平成20年10月3日 高浜４号機 蒸気発生器入口管台溶接部での傷 ● ●

8 平成20年11月20日 美浜発電所
送電系統への落雷による１，２号機の自動停止と３号機の系統単
独運転

●

9 平成20年12月3日 美浜１号機 タービン動補助給水ポンプの運転上の制限の逸脱 ●

10 平成21年1月5日 大飯３号機 原子炉熱出力の運転上の制限の逸脱 ●

11 平成21年3月12日 大飯２号機 取水路壁面の防汚塗装工事における協力会社作業員の負傷 ●

⑤平成19年度
番号 発生年月日 ユニット 件    名 法令 異常事象

1 平成19年4月17日 美浜１号機 原子炉格納容器内の壁面からの水のにじみ ●

2 平成19年4月25日 美浜３号機 蒸気発生器２次側管板上面での異物確認 ●

3 平成19年5月28日 美浜３号機 発電機部品（ケーシングボルト）運搬中の協力会社作業員の負傷 ●

4 平成19年6月8日 美浜３号機 Ａ蓄圧タンク窒素供給系統からの僅かな窒素漏れ ●

5 平成19年8月10日 大飯１号機 Ｂ－非常用ディーゼル発電機の待機除外 ●

6 平成19年9月3日 大飯１号機
１次冷却材ポンプ封水注入フィルタからの漏えいに伴う原子炉手
動停止

● ●

7 平成19年9月11日 大飯12号機 復水処理建屋内での配管点検準備作業中の協力会社作業員の負傷 ●

8 平成19年9月25日 美浜２号機 Ａ－蒸気発生器入口管台溶接部の傷 ● ●

9 平成19年9月28日 高浜３号機 Ａ－非常用ディーゼル発電機の待機除外 ●

10 平成19年10月2日 高浜２号機 制御棒クラスタ動作検査時の制御棒の動作不良 ● ●

11 平成19年10月24日 大飯３号機 プラント排気筒からの僅かな希ガスの放出 ●

12 平成19年11月5日 高浜１号機 Ａ－非常用ディーゼル発電機の待機除外 ●

13 平成19年11月7日 大飯２号機 ２次系主給水配管曲がり部の減肉 ● ●

14 平成19年12月4日 高浜２号機 蒸気発生器入口管台溶接部での傷 ● ●

15 平成19年12月5日 美浜１号機
湿分分離器ドレンタンク水面計取出しフランジからの蒸気漏えい
に伴う原子炉手動停止

●

16 平成19年12月6日 美浜１号機 定期的な放射性気体廃棄物放出時の警報発信 ●

17 平成19年12月13日 大飯２号機 「1次冷却材平均温度異常低」警報の発信 ●

18 平成19年12月15日 大飯２号機
第２段湿分分離加熱器空気抜き管からの蒸気漏えいに伴う原子炉
手動停止

●

19 平成20年1月9日 高浜１号機 １次冷却材中の放射能濃度の上昇(燃料集合体からの漏えい） ●

20 平成20年2月4日 高浜３号機 蒸気発生器入口管台溶接部での傷 ● ●

21 平成20年2月7日 大飯３号機 中性子源領域検出器の一時的な停止 ●

22 平成20年3月12日 大飯２号機 制御棒位置偏差大警報発信に伴う出力降下 ● ●

23 平成20年3月18日 大飯３号機 所内電源喪失に伴う非常用ディーゼル発電機の自動起動 ●

⑥平成18年度
番号 発生年月日 ユニット 件    名 法令 異常事象

1 平成18年5月16日 美浜３号機 格納容器内での水漏れ ●

2 平成18年6月24日 美浜２号機
５Ａ高圧給水加熱器ドレンライン逆止弁フランジ部からの蒸気漏
れに伴う出力降下

●

3 平成18年8月18日 高浜３号機 「Ｂ－蒸気発生器の水位異常低」警報発信による原子炉自動停止 ● ●

4 平成18年8月25日 大飯４号機 Ｂ－電動補助給水ポンプの待機除外 ●

5 平成19年1月14日 高浜１号機 原子炉補助建屋内（管理区域内）での水漏れ ●

6 平成19年2月16日 美浜１号機 余熱除去系統サンプリングラインの溶接事業者検査手続き漏れ ●

7 平成19年3月19日 大飯１号機 協力会社作業員の負傷 ●

原子力発電所の事故については、原子炉等規制法や電気事業法により、報告が必要となる事故の内容が定められています。
また、立地自治体と締結している安全協定においても、自治体に報告が必要な異常事象を定めています。これらの事故・異常事
象(以下、トラブル)が発生した場合は、関係機関にすみやかに報告するとともにプレス発表しています。
過去５年間に発生したこれらのトラブルについては、以下のとおりです。
なお、当社では平成３年に美浜発電所２号機蒸気発生器伝熱管損傷事象、平成１６年に美浜発電所３号機二次系配管破損事
故が発生していますが、その最終報告書についても開示資料としています。



14．全ての原子力発電所でのシビアアクシデントの影響のシミュレーションの結果
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当社からの回答当社からの回答当社からの回答

原子炉の設置に際しては、原子力施設の安全性確保のために、国に「原子炉設置
(変更)許可申請書」を提出し、「安全評価指針」に基づく評価を行っています。

その評価においては事故発生時に必要な安全機能によって、炉心の冷却が確保さ

れ、公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないことを評価しています。

しかしながら、万一、想定を超える事故が発生した場合にも、公衆に対して著しい放

射線災害を与えないこと、すなわち、原子炉施設の立地上の妥当性を示すため、「原
子炉立地審査指針」に基づき「重大事故（敷地周辺の事象、原子炉の特性、安全防護
施設等を考慮し、技術的見地からみて、最悪の場合には起こるかもしれないと考えら
れる重大な事故）」および「仮想事故（重大事故を超えるような技術的見地からは起こ
るとは考えられない事故）」を想定し、周辺住民の被ばく評価を行い、問題のないことを
確認しています。この評価内容を開示資料としています。

シビアアクシデントの発生防止･影響緩和については、平成４年からアクシデントマネ

ジメント対策に取り組んできています。その取組内容についても参考に開示資料として
います。

当社は「福島第一原子力発電所のような事故を起こしてはならない」との固い決意の

もと、炉心冷却機能や電源の多重化・多様化、浸水対策など徹底的な安全対策に取り
組むとともに、ストレステストにより想定を超える地震や津波等の事象に対して定量的
に評価し、安全対策の有効性を確認しています。

今後とも、安全性のさらなる向上に向けた取組みを継続してまいります。



15．原子力発電所でシビアアクシデントが発生した場合の損害賠償に対する備えの状況
17

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

「原子力損害の賠償に関する法律」（以下、「原賠法」） では、「異常に巨大な天災地変」、
「社会的動乱」によって生じた原子力災害の場合は事業者は免責されることとされています
が、それ以外の場合について、当社は、「原賠法」に従い、原子炉の運転に関し、１発電所
当たり１,２００億円の損害賠償措置を講じています。
具体的には、美浜発電所、高浜発電所、大飯発電所の３発電所それぞれについて
１,２００億円、計３,６００億円の「原子力損害賠償責任保険契約」（民間保険契約）を締結し、
同契約で対応できない範囲を補うものとして、同額の「原子力損害賠償補償契約」（政府補
償契約）を政府と締結し、原子力災害による損害賠償の備えとしています。

上記の１,２００億円の賠償措置額を超える損害賠償については原子力事業者が負担す
ることになりますが、「原賠法」では、原子力事業者に対し、原子力事業者が損害を賠償す
るために、政府が必要な援助を行うことができるしくみがあります。
昨年、「原子力損害賠償支援機構法」が制定され、原子力事業者がそれぞれ資金を拠出
し合って積立金として事故に備え、原子力災害による損害賠償額が賠償措置額を超えると
見込まれる場合には、事業者が原子力損害賠償支援機構に資金援助を申し込むことがで
きるしくみの構築が図られました。



16．人件費の内訳
18

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【人件費の内訳】（平成２２年度）



17．燃料の調達の方法と価格
19

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【調達方法】

【価格】

平成２３年度第３四半期までの火力燃料費は４，８３７億円です。

なお、燃料種別毎の価格については、契約上の守秘義務があり、また今後の取引に
影響を及ぼすおそれがあることから、開示を差し控えさせていただきます。

○石油
・元売、商社との契約により購入
・取引先が全てを手配するルートに加え、当社が社外に確保している専用タンクから当社専用
の内航タンカーにて発電所まで輸送するルートが存在

○ＬＮＧ
・ＬＮＧ生産者との直接契約により購入（一部トレーダーからの購入あり）
・２０年前後の長期契約が主流、他電力会社やガス会社との共同契約もあり
・長期契約のLNGは、契約数量を年間ほぼ均等に引き取り、需要が変動した場合は主に
スポット調達で対応
・当社が輸送船を手配する場合（ＦＯＢ契約）と売主が手配する場合（ＣＩＦ契約）が存在

○石炭
・石炭生産者との直接契約により購入（一部トレーダーからの購入あり）
・当社が輸送船を手配するＦＯＢ契約により購入し、発電所まで輸送



18．業務委託先の一覧表と業務委託価格
20

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【委託費】（平成２２年度実績）

１，２３２億円（委託先数：５００社超）

業務委託先の一覧表と業務委託価格は、営業秘密に該当するものであり、
これを開示しますと、委託先に重大な影響が生じるとともに、当社の今後の取引
にも重大な影響が生じることから、開示は差し控えさせていただきます。



19．保養所の一覧表と各保養所の収支
21

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【保養所一覧】

【保養所の収支】（平成２２年度実績）
（単位：百万円）

※施設ごとに独立した会計を有していないため、総額を記載

（参考）その他
・関電エネルギー開発㈱、(財)関西電力共済会館との共有施設
中之島プラザ（大阪府）

・関西電力健康保険組合の保有施設
有明山荘（兵庫県）、黒潮山荘（和歌山県）、翠山荘（兵庫県）、鳥羽あらしま荘（三重県）、加賀柴山荘（石川県）

名 称 所在地 

須磨クラブ 兵庫県神戸市須磨区 

あかぐり崎クラブ 福井県大飯郡おおい町 

 

14利用料収入計

88運営費・維持費計



20．所有不動産の一覧表
22

当社からの回答当社からの回答当社からの回答
２．建物 

 当社は、上記のとおり電気事業として必要な事業用地を保有し、その土地に発電所から事業所に

至るまで様々な建物を建設し、保有しています。 

所有建物のほとんどは、以下のとおり電気事業の用に供しており、帳簿価額の総額は１，６７１

億円です。 

（H23.3末） 

 該当する土地 棟数（棟） 延床面積（千㎡） 帳簿価額（億円） 

水力発電設備 水力発電所建屋など １，０７９ ２９５ １２８ 

汽力発電設備 火力発電所建屋など ５１８ ５５９ ３０８ 

原子力発電設備 原子力発電所建屋など ３３８ ５８４ ２２４ 

内燃力発電設備 関西国際空港エネルギー 

センター建屋 

３ ２ ４ 

新エネルギー 

発電等設備 

堺太陽光発電所建屋 ５ ０ ０ 

送電設備 開閉所建屋など １６１ ２５ １６ 

変電設備 変電所建屋など ２，００９ ９３０ ５２５ 

配電設備 配電工事の事業所建屋など ６２ ２１ ５ 

業務設備 事業所建屋、社宅、寮など １，１５１ ５７１ ３９４ 

貸付設備 ＜該当なし＞ － － － 

附帯事業 

固定資産 

事業の用に供しなくなり賃

貸により有効活用を図った

建物 

３３ １１ ５４ 

事業外固定資産 事業の用に供しなくなった

建物 

８２ ２２ ８ 

建設仮勘定 ＜該当なし＞ － － － 

計  ５，４４１ ３，０２３ １，６７１ 

 

１．土地 

当社は、電気事業として必要な事業用地を保有しており、これらは、電力の安定供

給を確保する設備形成に必要な経営資源です。 

所有土地のほとんどは、以下のとおり電気事業の用に供しており、帳簿価額の総額

は４，６７６億円です。 

（H23.3末） 

 該当する土地 筆数（筆） 公簿面積（千㎡） 帳簿価額（億円） 

水力発電設備 水力発電所の用に供する 

ための土地 

１４，８１０ １０６，６３８ １６４ 

汽力発電設備 火力発電所の用に供する 

ための土地 

１９４ ５，６０４ ７３１ 

原子力発電設備 原子力発電所の用に供す

るための土地 

３０１ ２，３６８ ２１１ 

内燃力発電設備 ＜該当なし＞ － － － 

新エネルギー等 

発電設備 

＜該当なし＞ － － － 

送電設備 送電線路の支持物である 

鉄塔用地など 

３８，６５９ １４，６９８ １，２７４ 

変電設備 変電所の用に供するため

の土地など 

４，７１５ ９，６４０ ８７２ 

配電設備 配電工事の事業所などの 

用に供するための土地 

７３ ２８ ２ 

業務設備 事業所、社宅、寮などの

用に供するための土地 

１，２７８ １，８７８ ２２２ 

貸付設備 電気事業の用に供するた

め貸付を行っている土地 

１１ ２４１ １０４ 

附帯事業 

固定資産 

事業の用に供しなくなっ

た土地で賃貸により有効

活用を図ったもの 

２９４ ８６７ ８１ 

事業外固定資産 事業の用に供しなくなっ

た土地 

１，６７４ １，７９３ ６９ 

建設仮勘定 発電所の建設用地など １６６ ２，０４４ ９４１ 

計  ６２，１７５ １４５，８０４ ４，６７６ 

 
 

平成１２年の電気事業法改正により電力会社の兼業規制が撤廃されたことを契機

に、当社は宅地建物取引免許を取得し、設備形成計画上支障のない範囲で、資産効率

の向上を視野に入れて、土地の有効活用を図っています。 

 その結果、平成１２年度から平成２２年度までに約３，５００件、４００万㎡の土

地を売却しています。 



21．保有株の一覧表

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

銘柄 株式数（株）
貸借対照表
計上額
（百万円）

 日本原燃㈱ 9,987,049 99,870

 ㈱ケイ・オプティコム 660,000 57,055

 ㈱関電エネルギーソリューション 307,000 30,150

 ｶﾝｻｲ･ｴﾚｸﾄﾘｯｸ･ﾊﾟﾜｰ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･ﾌﾟﾛﾌﾟﾗｲｱｯﾄﾘｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 274,500,100 22,848

 日本原子力発電㈱ 2,225,188 22,251

 ＭＩＤ都市開発㈱ 9,578,500 21,141

 ㈱きんでん 88,905,579 11,954

 ｶﾝｻｲ･ｿｳｼﾞﾂ･ｴﾝﾘｯﾁﾒﾝﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾃｨﾝｸﾞ 70,203,268 9,396

 関電不動産㈱ 16,200,000 5,497

 ケーピック・ネザーランド 18,001 5,098

 ㈱かんでんエンジニアリング 62,840,359 3,716

 関電エネルギー開発㈱ 36,000 1,800

 ㈱かんでんジョイライフ 33,800 1,690

 ㈱日本ネットワークサポート 560,720 1,651

 ㈱エネゲート 13,852,000 1,397

 関西電子ビーム㈱ 27,800 1,390

 アーバンサービス㈱ 52,500 1,138

 和歌山共同火力㈱ 1,880,000 940

 堺ＬＮＧ㈱ 14,000 700

 越前エネライン㈱ 6,060 606

 日豪ウラン資源開発㈱ 183,000 543

 ㈱クリアパス 9,610 480

 大阪臨海熱供給㈱ 8,000 400

 ㈱ハイドロエッジ 3,900 390

 かんでんＥハウス㈱ 6,000 300

 関電ジオレ㈱ 5,600 280

 大阪スクールアメニティサービス㈱ 2,500 250

 黒部峡谷鉄道㈱ 500,000 250

 ㈱関西メディカルネット 4,800 240

 関電プラント㈱ 600,000 220

 ㈱原子力安全システム研究所 4,000 200

 ㈱ケイ・キャット 32,292 174

 ㈱ニュージェック 312,000 156

 関電システムソリューションズ㈱ 180,000 143

 関西国際空港熱供給㈱ 19,032 134

 甲賀エナジー㈱ 2,414 120

 ㈱関電オフィスワーク 1,610 104

 ㈱かんでんエルハート 2,040 102

 ㈱原子力エンジニアリング 1,111 84

 関電ベンチャーマネジメント㈱ 7,500 83

 日本インドネシア・エル・エヌ・ジー㈱ 150,592 75

 大阪バイオエナジー㈱ 2,550 51

 関電サービス㈱ 1,000 50

 神戸熱供給㈱ 980 47

 ㈱テルヤ 525 47

 ㈱環境総合テクノス 40,001 45

 関西住宅品質保証マネジメント㈱ 670 33

 国際原子力開発㈱ 300 30

関
係
会
社

銘柄 株式数（株）
貸借対照表
計上額
（百万円）

 ㈱関電パワーテック 60,000 30

 ㈱関電Ｌ＆Ａ 58,068 24

 エル・エナジー㈱ 1,470 22

 関電ビルマネジメント㈱ 250 12

 関電ビジネスサポート㈱ 200 10

 ㈱かんでんジョイナス 200 10

 ㈱関電アメニックス 20,798 6

 オージーかんでん共同企画㈱ 100 5

 ㈱かんでんエルオートシステム 40 2

 ㈱エル・スエヒロフードサービス 40 2

 エルエヌジー･エビス･シッピング･コーポレーション 14 ―

 ㈱関電セキュリティ・オブ・ソサイエティ 5,680 ―

 ㈱かんでんＣＳフォーラム 1,210 ―

 日本電子照射サービス㈱ 1,200 ―

小 計 554,119,221 305,458

 Mizuho Capital Investment(JPY) 5 Limited 100 10,000

 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 2,802,607 7,247

 大阪瓦斯㈱ 15,476,614 5,138

 コスモ石油㈱ 18,600,000 4,817

 ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 12,514,800 4,805

 ㈱みずほフィナンシャルグループ 27,593,450 3,807

 住友信託銀行㈱ 7,941,121 3,422

 日新電機㈱ 4,565,000 3,145

 ㈱ダイヘン 7,304,528 2,549

 ダイキン工業㈱ 1,000,000 2,491

 ＫＤＤＩ㈱ 4,440 2,286

 ダイビル㈱ 2,953,628 2,126

 ㈱神戸製鋼所 6,967,000 1,504

 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 10,293 1,504

 住友不動産㈱ 851,000 1,416

 東洋テック㈱ 1,535,900 1,366

 阪急阪神ホールディングス㈱ 3,432,054 1,317

 ㈱日本製鋼所 2,006,000 1,305

 ＡＯＣホールディングス㈱ 1,900,000 1,060

 イオン㈱ 1,000,000 964

 ㈱南都銀行 2,052,855 831

 ㈱りそなホールディングス 2,057,600 814

 大崎電気工業㈱ 1,000,000 763

 大和ハウス工業㈱ 692,000 707

 ㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 312,800 641

 ㈱京都銀行 754,000 554

 全日本空輸㈱ 2,165,163 536

 岩谷産業㈱ 1,795,000 499

 積水ハウス㈱ 609,000 475

 日本電気硝子㈱ 332,000 391

 西日本旅客鉄道㈱ 1,200 385

 その他171銘柄 25,246,432 14,848

小 計 155,476,585 83,726

709,595,806 389,185合 計

関
係
会
社

関
係
会
社
以
外

（平成23年3月31日現在）

23



22．直近１０年間の政治家のパーティー券購入実績
24

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

政治家のパーティー券については、有益な情報の収集など、事業遂行上、有意義なもの

について、必要に応じて購入し、出席することとしていますが、その購入実績については、

法令上の開示対象ではなく、開示は差し控えさせていただきます。

なお、購入費用については、料金原価には含めていません。



23．直近１０年間の学者に対する奨学寄付金などの支援実績
25

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

学者・研究者など個人に対する寄付金の支出実績はありません。

大学に対する寄附講座や研究助成については、直近１０年間で合計２４件、
総額で約２億９千万円の寄付実績があります。

寄附講座・・・大学が外部から寄付された資金を活用し、研究や教育を行う活動のこと。
なお、上記実績のうち、約９割以上を寄附講座が占めています。



24．直近１０年間の広報の支出実績
26

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

○広報活動費用は、負荷平準化、省エネルギーを促進するための費用等とともに普及開発関係費に

計上されており、普及開発関係費の直近１０年間の支出実績は下表のとおりです。

○普及開発関係費は販売費と一般管理費に整理されています。

販売費に整理されている費用は、負荷平準化、省エネルギーを促進するための費用です。

また、一般管理費に整理されている費用は、主に広報活動費用で、原子力への理解促進や再生可

能エネルギー、安定供給、電気の安全性などの事業理解促進に係る費用等です。

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

販売費 6,721 6,915 8,290 10,622 12,486 13,322 14,418 12,588 12,476 11,444

一般管理費 10,284 11,138 10,296 7,624 11,008 10,983 8,441 7,227 7,394 7,062

普及開発関係費合計 17,005 18,054 18,586 18,246 23,494 24,305 22,859 19,816 19,871 18,506

（単位：百万円）
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25．検針コストの直近１０年間の推移
27

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

増加率

コスト 8,641 8,540 8,412 8,380 7,996 7,734 7,608 7,672 7,729 7,692 

112%111%109%109%104%101%99%100%100%－

H22H21H20H19H18H17H16H15H14H13年度

（単位：百万円）

検針コスト（平成13年度～平成22年度）

（年度）

（百万円）

増加率

件 数 152,332 151,379 150,310 149,147 147,691 146,245 144,790 143,082 140,494 138,095 

110%110%109%108%107%106%105%104%102%－

H22H21H20H19H18H17H16H15H14H13年度
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検針コストは、検針件数にほぼ比例して増加しています。



26．スマートメーターの設置の実績
28

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

約６割

約１．２万台

（９割超）

約９万台

（約８割）

約１１４万台

（１割弱）

現在

（H24年１月末）

－

約１．３万台

約１１万台

約1,300万台

全計器台数

総需要に対する割合

概ね500ｋＷ以上

概ね500ｋＷ未満（２）高圧部門

（１）低圧部門



27．全発電所の直近10年間の設備利用率
29

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

【火力発電所の設備利用率】

【一般水力発電所の設備利用率】 【太陽光発電所の設備利用率】
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【揚水発電所の設備利用率】
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【原子力発電所の設備利用率】
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（※）火力発電所は電力需要の変動に応じた調整力の役目を担っており、ピーク時間

帯は高出力で運転しているものの、夜間等の軽負荷時間帯は電力需要に応じて中間出

力帯での運転や停止させているプラントがあるため、全台稼動であっても設備利用率

は１００％にはなりません。 



28．ＩＰＰ、自家発電等からの調達実績
30

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

○至近５ヵ年におけるＩＰＰ、自家発等からの調達実績は下表のとおりです。

１７．８２８８，８９０４，９８９Ｈ２３年度計

８．２４５５，３５９６，７２２Ｈ２２年度計

８．８１５３，６９８６，０９４Ｈ２１年度計

１０．９８１１６，９７２１０，６５８Ｈ２０年度計

７．７７７８，６６１１０，１２５Ｈ１９年度計

８．４０１１２，２８３１３，３６７Ｈ１８年度計

単 価

（円/kWh）

料 金
（百万円）

購入電力量

（百万ｋＷｈ）

【一般電気事業者からの融通電力量・料金実績の推移（H18～H23年度）】

（※）Ｈ２３年度は１２月までの実績

１２．０８２８８，９７３２３，９１２Ｈ２３年度計

１０．２４３２２，８６０３１，５３８Ｈ２２年度計

１０．１１２９９，２３６２９，６０６Ｈ２１年度計

１１．９２３５４，３３９２９，７３４Ｈ２０年度計

９．５４３００，６５１３１，５２９Ｈ１９年度計

９．１６３０３，５３８３３，１１９Ｈ１８年度計

単 価

（円/kWh）

料 金
（百万円）

購入電力量

（百万ｋＷｈ）

【一般電気事業者以外からの購入電力量・料金実績の推移（H18～H23年度）】

（※）Ｈ２３年度は１２月までの実績



29．直近５年間の取締役会の議事録
31

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

取締役会議事録には、経営全般に関する機密情報や、契約相手方との守

秘義務のある情報など、機密性の高い情報が含まれていることから、開示

は差し控えさせていただきます。

なお、株主の取締役会議事録の閲覧請求には、会社法に定めるとおり、

裁判所の許可が必要となります。



30．現時点での株主の一覧表
32

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

株主名簿の閲覧謄写につきましては、会社法等に手続きが定められてお

りますので、それによりご請求ください。



31．当社の電気料金の算定根拠
33

当社からの回答当社からの回答当社からの回答

当社の電気料金は、経済産業省令（一般電気事業供給約款料金算定規則）に基づき算定し、
平成２０年７月２８日に経済産業省に届け出ています。
なお、当社のＨＰにおいても、届出内容の概要について公表しています。

・電気料金の見直しについて（平成２０年７月２８日）
http://www1.kepco.co.jp/pressre/2008/0728-1j.html

電気料金の見直しの概要

本日、当社が経済産業大臣に届出いたしました電気料金の見直しの概要は以下のとおりです。

１．総原価

3.0％事業報酬率
（一般電気事業供給約款料金算定規則にもとづき算定）

・

93.0ドル／バーレル原油価格（全日本ＣＩＦ価格）
（平成20年1月から3月までの平均値）

・

107円／ドル為替レート
（平成20年1月から3月までの平均値）

・

総原価算定の前提諸元［参考］

3.0％事業報酬率
（一般電気事業供給約款料金算定規則にもとづき算定）

・

93.0ドル／バーレル原油価格（全日本ＣＩＦ価格）
（平成20年1月から3月までの平均値）

・

107円／ドル為替レート
（平成20年1月から3月までの平均値）

・

総原価算定の前提諸元［参考］

http://www1.kepco.co.jp/pressre/2008/0728-1j.html

